











































              ～新疆労働事情～
　　　　　　　　
                    
　　　　







         ―最近の中朝首脳会談に対する分析を中心に―
　






























ピ海に向かう「北路」 、天山南麓をカシュガル地方に向かいパミール高原を越え中央アジアに向かう「中路」 、タクラマカン砂漠の南縁を辿りパミール高原からインドに向かう「南路」である。ユーラシア大陸の中心部に位置する新疆は、こ したルートを隊商、軍隊、探検家などが行き来する活発な活動が展開する空間であった。　
一八〇〇年代から一九〇〇年代はじめに
































































































































の新疆での投資計画を発表してい 。 「神華集団」は炭鉱開発、風力および火力発電所建設、 「中糧集団」は世界最大規模のトマト加工工場とベニバナ産業開発を行うといる。また 内蒙古自治区に本社 置く民営企業「慶華集団」は既に約五〇億元 投資
伊寧県に大規模な石炭化学プラントを建設中である。　
こうした資本集約的な大型投資による資
源・エネルギー開発に日本企業がどのように関わっていけるのか。鉱物・石油等の地下資源に関して厳しい国家管理のもとにある中国で民間資本が資源開発プロジェクトを組み立てる は、日本国の対外政策 おける対中政策の位置づけがな と難しい　
一方、中国企業の行う地下資源開発に必要
となる設備・機器類や「気候資源」 「農産資源」「観光資源」の高次利用、高次加工、高次サービスに必要とする設備・機器類の需要は多い。新疆の産業資源は豊富だが素材や一次加工に留まっている段階にあるからだ。また、域内の労働力や人材は十分で なく労働集約型事業は成立しにくい環境にあることから、効率的な処理能力、故障し くい品質、環境負荷への配慮、快適なサービスの提供などを備えた省力設備集約型事業が成立可能性がある。　
日本企業が新疆などの内陸「辺境」地域で
事業展開する場合、これまで中国沿海地域で経験を蓄積してきた豊富な労働力、港湾機能を活用した輸出入、高密度の都市消費人口などを基本条件とした「沿海進出モデル」の単純な移管では対応で ない。内陸 「辺境」地域では、国家間の良好な安定的関係 資本や設備の長期固定、 「辺境」地域振興果・貢献を基本条件とした「大陸浸透モデル」を新たに構築していく必要がある。
（にしざわまさき・アジア研究所教授）
